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本日お話ししたいこと

1. 人手不足の現状と対応施策

2. 人的資本経営とは

3. 人的資本経営コンソーシアムの紹介

4. 女性活躍・ダイバーシティ推進の取組

5. 人材に関する政府の支援施策

6. お知らせ
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中小企業において「人材の確保」は避けては通れない
経営課題と認識されている。

（出所）帝国データバンク「中小企業の経営課題とその解決に向けた取組に関する調査」
（注）1.「現在の経営課題について、対応する優先度が高いと考えているもの」を上から順に三つ聞いたもの。ここでは、上位２位まで掲載している。

 2.１位（最も優先度が高い経営課題）について「特にない」と回答した企業は、２位以下を回答していない。
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財務･資金繰りの改善
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業務の効率化

新製品･新サービスの開発

後継者･後継者候補の選定

製品･サービスの差別化

技術･ノウハウの蓄積

投資案の検討

経営の透明性の確保
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その他

最も優先度が高い経営課題 次点で優先度が高い経営課題
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6割以上の企業が人手不足を課題に感じている。

人手不足に関する企業の認識

（出所）日本商工会議所･東京商工会議所「人手不足の状況および多様な人材の活躍等に関する調査」を基に経済産業省が作成。
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48.6%

39.2%
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29.7%

35.2%

6.9%

3.8%

2.1%

2.2%
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8.1%

7.1%

0.3%

0.1%

0.0%

2020年

2021年

2022年

2023年

2024年

不足している 過不足はない 過剰である 無回答
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業種別に見ると、「建設業」、「宿泊業、飲食サービス業」では
約8割の企業が「不足」と回答している。

（出所）帝国データバンク「中小企業の経営課題とその解決に向けた取組に関する調査」
（注）中核人材・業務人材の過不足状況について、「不足」と回答した企業について集計したもの。

82.3%

75.4%

79.1%

76.9%

68.7%

73.7%

59.4%

79.2%

70.1%

建設業 (n=1,494)

製造業 (n=6,515)

情報通信業 (n=1,480)

運輸業 (n=1,240)

卸売業 (n=1,713)

小売業 (n=1,238)

不動産業、物品賃貸業 (n=1,108)

宿泊業、飲食サービス業 (n=1,678)

生活関連サービス業、卸売業…

77.4%

61.2%

68.5%

72.0%

53.8%

66.2%

50.7%

77.0%

65.0%

中核人材 業務人材

生活関連サービス業、卸売業
(n=1,109) 
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7割超の中小企業が中核人材については「不足」と回答しており、
業務人材に比べて不足感が大きい。

（出所）帝国データバンク「中小企業の経営課題とその解決に向けた取組に関する調査」

0.7%

2.0%

24.8%

33.2%

74.5%

64.8%

中核人材

(n=20,486)

業務人材

(n=20,486)

過剰 適正 不足
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人手不足を契機に人材を募集しても、応募する人材が少ない。

人手不足を契機として求人募集した際の状況

（出所）独立行政法人労働政策研究･研修機構「人手不足等をめぐる現状と働き方に関する調査」を基に経済産業省が作成。

56.5%

22.5%

9.6%

5.1%

募集しても、応募がない

応募はあるが、応募者の資質が自社の求める水準に満たなかった

採用に至ったが、早期に離職してしまい、定着しなかった

応募があり、応募者の資質は自社の求める水準であったが、

求職者が求める処遇・労働条件等と…

応募はあるが、応募者の資質が自社の求める水準
に満たなかった

採用に至ったが、早期に離職してしまい、定着しなかった

応募があり、応募者の資質は自社の求める水準であったが、
求職者が求める処遇・労働条件等と
自社の提示内容が折り合わなかった
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人手不足の影響として、既存事業の運営や技術･ノウハウの伝承への

影響を感じる企業が多い。

（注） 左図は、 人手不足について「大きな影響を及ぼしている」「ある程度の影響を及ぼしている」と回答した企業の割合。「現在のところ影響はないが、今後3年以内に影響が生じることが懸念される」「現在のところ影響はなく、今
後3年以内に影響が生じることも懸念されない」と回答した企業および、無回答の企業はグレーで表記。 
右図は、人手不足について「大きな影響を及ぼしている」「ある程度の影響を及ぼしている」と回答した企業が回答。

（出所）独立行政法人労働政策研究･研修機構「人手不足等をめぐる現状と働き方に関する調査（企業調査票）」を基にが作成。

人手不足による会社経営への
影響度合い

影響がある
と回答した

企業

61.1% 

人手不足による会社経営への具体的な影響

42.2%

39.4%

33.5%

26.7%

26.4%

25.3%

13.3%

11.6%

9.2%

7.3%

既存事業の運営への支障…

技術・ノウハウの伝承の困難化（後継者の…

既存事業における新規需要増加への対応不…

余力以上の人件費の高騰（求人募集賃金の…

新規事業への着手や既存事業の拡大の困難化

既存事業のやむを得ない縮小（事業所の閉…

既存事業の積極的な効率化の実施…

抜本的な業務プロセス見直しの推進

省力化･合理化投資（機械化、自動化、IT･…

外部委託（アウトソーシング）や海外への…

既存事業の運営への支障（対応遅れやミスの発生、財・
サービスの品質の低下、クレームの増加など）

技術・ノウハウの伝承の困難化（後継者の確保・育成が
おぼつかない）

既存事業における新規需要増加への対応不可（受注や営
業時間の延長の見送り・先送りなど）

余力以上の人件費の高騰（求人募集賃金の上昇、既存従
業員の処遇改善の影響など）

新規事業への着手や既存事業の拡大の困難化

既存事業のやむを得ない縮小（事業所の閉鎖、営業時間
の短縮化、提供していた財・サービスの削減など）

既存事業の積極的な効率化の実施
（不採算事業の廃止など）

抜本的な業務プロセス見直しの推進

省力化･合理化投資
（機械化、自動化、IT･AIの活用等）の活用促進

外部委託（アウトソーシング）や海外への事業所移転の
推進
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人手が不足していない中小企業では、

賃上げや働きやすい環境作りに取り組む企業が多い。
人手が不足していない中小企業のその要因

（注）  （株）帝国データバンク「企業における人材確保･人手不足の要因に関するアンケート（調査期間2023年5月12日～16日）
本調査全体における有効回答数は1,033社。人手が不足していない企業の「人手が不足していない要因」に対する回答の集計のうち、上位10項目について表示してる。「人手が不足していない」と回答した346社のうち、
中小企業319社分を集計。ここでの中小企業は、中小企業基本法上の中小企業者を指す。

（出所）経済産業省「産業構造審議会経済産業政策新機軸部会（第20回）資料５ 少子化対策に資する地域の包摂的成長について」（2024年2月20日）

52.0%

35.1%

31.7%

25.7%

23.2%

19.1%

19.1%

19.1%

16.3%

14.4%

賃金や賞与の引き上げ

働きやすい職場環境作り

定年延長やシニアの再雇用

福利厚生の充実

公平で公正なジンj評価

働き方の多様化やワークライフバランスの推進

仕事内容の魅力度の向上

業務プロセスの見直しなどによる効率化

多様な人材の積極的な採用･登用

機械化や自働化の推進
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業績が向上しない中で人材確保に向け賃上げを行う中小企業が見られる。

中小企業における賃上げの実施予定（2024年）

（注） 左図は、 2024年の賃上げについて「業績が好調・改善しているため賃上げを実施予定」「業績の改善が見られないが賃上げを実施予定」と回答した企業の割合。「現時点では未定」「賃上げを見送る予定（引き下げる予
定の場合を含む）」と回答した企業および、無回答の企業はグレーで表記。
右図は、2024年の賃上げ実施予定について「業績の改善が見られないが賃上げを実施予定」と回答した企業が回答。

（出所）日本商工会議所･東京商工会議所「中小企業の人手不足、賃金･最低賃金に関する調査」（2024年2月14日）より経済産業省作成

賃上げを
実施予定の

企業

61.1% 

業績が上がらない中でも賃上げを実施する理由（2024年）

76.7%

61.0%

37.6%

5.5%

人材の確保･採用

物価上昇への対応

世間相場（同業他社等）

への対応

その他

世間相場
（同業他社等）への対応
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中小企業では、賃上げが人手不足対策に有効に寄与。

小売・サービス事業所の人手不足への対応の効果

（注） 元データは、労働政策研究・研修機構「人手不足とその対応に係る調査」（2024年）の個票を厚生労働省政策統括官付 政策統括室にて独自集計。
「***」は１％水準で有意、「**」は％水準で有意、「*」は10％水準で有意であることを示す。

（出所）厚生労働省「労働経済の分析ー人手不足への対応ー」（厚生労働省）より抜粋
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中堅･中小企業でも、人事制度改定や業務改革に取り組み、

人材獲得や生産性向上を実現する企業が見られる。

A社（従業員数500人～1000人）

• 従前は人事機能が限定的な中小企業。事業拡大に
伴い、組織の機能強化と仕組み化が必要に。

• 人材採用･育成のために人事制度を改定し、職務に
基づく人事制度を導入。市場競争力がある報酬水
準を設定。

• 人事制度改定後、売上は1.5倍、営業利益は2.7倍
に増加。優秀な人材獲得にも効果あり。

B社（従業員数100～300人）

• 特定の個人に意思決定権、人事権が集中。各部署
の職務がブラックボックス化し、長時間労働が恒
常的に発生。

• ミッションの再定義と社内への周知を徹底。

• その上で、属人的な業務体制を排除し、各部門の
役割を明確化。分業体制を構築することで生産性
を向上させた。
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（参考）A社の取組 ※従業員数500～1,000人

背景･課題

取組･成果

• 同社は、創業社が社長を務め、技術力に強みを持つ中小企業であった。技術投資は進んでいた一方で、
中長期的な人材育成はできておらず、また目標管理制度も形骸化するなど、人と組織の成長に向けた人
事施策が不足。

• 組織規模の拡大に伴い、創業社長だけで会社全体を管理することが難しくなる。現社長への交代時に、
組織の機能強化と仕組み化、これを担う人材育成、および会社の規模拡大に伴い人材の採用も課題に。

• 人材育成・採用競争力強化のために人事制度を改定。職務に基づく人事制度を導入し、報酬水準も市場
競争力があるものに改定。

• 新人事制度では、社員にわかりやすいシンプルな人事制度を構築。また、管理職の役割の50％を部下の
育成に位置づけた。これにより、制度運用が効率化し、部下の育成のための面談など本来注力すべき業
務に集中できるようになった。

• 経験者採用においても、役割を明確化し、市場水準に沿った報酬を提示することで優秀な人材の採用が
可能に。社内でも、役割を定義し、その役割を果たすことで人材が輝くという考えが定着。

• 結果論だが、人事制度の改定後、売上は1.5倍、営業利益は2.7倍に増加。優秀な人材獲得にも効果を実
感。
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（参考）B社の取組 ※従業員数100～300人

背景･課題

取組･成果

• 会社の立ち上げ時から関わっている役員に業務や意思決定権限が集中しており、業務が属人化したほか、
各部署の業務がブラックボックス化。各社員の報酬や、異動、昇格も当該役員が決める形。長い時間働
く人が評価されており、長時間労働が常態化。

• 設備投資を機に資金繰りが悪化。これを機に、当該役員に一極集中･属人化した業務体制･人事体制を改
め、事業の見直しを図ることとした。

• 事業の見直しに向けて、目先の資金繰りや財務状況のみにとらわれるのではなく、ミッションを再定義
し社内への周知を徹底。DX化を中核とした成長の目標を示し、社内に浸透させ、チーム内、組織間で同
じ方向を向くようにした。

• 部署間の連携を進め、属人的な業務体制を排除するため、各部門の役割を明確化。従前はExcelを用いて
管理していた業務について、DX化を進め業務効率化を推進しつつ、各業務について適切な人材のアサイ
ンを進めた。

• また、特定の個人に対する業務の集中を回避するため、業務を切り分けて分業体制を導入し、生産性を
向上させた。
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人的資本経営とは何か

人材を「資本」として捉え、

その価値を最大限に引き出すことで、

中長期的な企業価値向上につなげる経営のあり方。
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人的資本経営による変革の方向性
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求められる雇用コミュニティの変化
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人的資本経営に求められる３つの視点、５つの要素
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（参考）３つの視点、５つの要素

視点１

視点２

視点３

要素１

要素２

要素３

要素４

要素５

経営戦略と人材戦略の連動

As is – To beギャップの定量把握

企業文化への定着

動的な人材ポートフォリオ

知・経験のダイバーシティ＆インクルージョン

リスキル・学び直し

従業員エンゲージメント

時間や場所にとらわれない働き方

３つの
視点

５つの
要素
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人的資本経営に関する調査

「人的資本経営に関する調査」概要

➢ 実施期間：2024年2月16日～4月26日

➢ 調査対象：人的資本経営コンソーシアム会員企業のCEO・CHROをはじめとする経営層

➢ 回答数： 261件（会員579法人中 ※調査時点）

➢ 設問数：計88問

➢ 2022年調査（2021年10月～2022年2月に調査実施）にも回答した法人は36。

2022年調査 2024年調査

対象とした企業

東京証券取引所第一部、同第二部、
同マザーズ、JASDAQいずれかの市場へ

上場している3,743法人
（2021年9月15日時点）

※上場廃止が判明していた20法人を除く

人的資本経営コンソーシアム会員
579法人

回答数 245件 261件

同一企業 - 36法人
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人的資本経営に関する取組状況

経
営
陣

取
締
役
会

１．企業理念、企業の存在意義や経営戦略の明確化

２．経営戦略と連動した人材戦略の策定・実行

３
つ
の
視
点

①経営戦略と人材戦略の連動 ②As is-To Beギャップの定量把握 ③企業文化への定着

①動的な人材ポートフォリオ ②知・経験のダイバーシティ＆インクルージョン

③リスキル・学び直し

３．CHROの設置・専任、経営トップの密接な連携等 ４．積極的な発信・対話

④従業員エンゲージメント ⑤時間や場所にとらわれない働き方

５
つ
の
共
通
要
素

経営戦略との連動

企業理念の明確化 経営戦略の明確化 施策・時間軸の具体化 経営陣の責務の明確化

重要な人材課題の
特定

ＫＰＩ設定
現状とのギャップ把握

投資対効果の把握 企業文化の醸成

人材ポートフォリオ
の定義

必要な人材の
要件定義

リスキルの機会提供 経営陣のリスキル

適時適量な配置・獲得
多様な価値観の

取り込み

自律的なキャリア
構築の支援

多様な就業機会
の提供

多様な働き方
の環境整備

CHROの設置 経営トップの連携
人事部門の

ケイパビリティ向上
従業員との対話 投資家との対話

取締役会の役割
の明確化

人材戦略を議論する
取締役会の体制構築

人材戦略についての
議論・監督

後継者計画の監督 経営人材育成の監督

重要性を認識／
議論していない

重要性を認識／
議論はしているが
対応策を未検討

具体的に
対応策を検討対応策を実行

対応策を実行し、
その結果を踏まえ
必要な見直し
を実施

実行した結果、
成果創出に
明確に寄与

2024年調査結果
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人的資本経営に関する取組状況の変化

⚫ 全ての項目において、2024年調査の方がスコアが「高い」か「同じ」。

⚫ ６段階中のスコア「２」は、 2024年調査ではいずれの項目でも見られない。

⚫ 他方で、6段階中のスコア「５」、「６」も、いずれの項目でも存在しない。

2022年調査 2024年調査

※両調査で回答者が一致しないため、直接的な比較は不可能であることに留意が必要
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本日お話ししたいこと

1. 人手不足の現状と対応施策

2. 人的資本経営とは

3. 人的資本経営コンソーシアムの紹介

4. 女性活躍・ダイバーシティ推進の取組

5. 人材に関する政府の支援施策

6. お知らせ
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「人的資本経営コンソーシアム」について

⚫ 人的資本経営コンソーシアムは、2022年８月に設立。2025年5月現在の会員企業数は638者に拡大。

⚫ 第1期（2022年8月～2023年10月）、第2期（2023年10月～2024年12月）の活動を終え、2024
年12月より第3期の活動を開始。



27

人的資本経営コンソーシアムの構成
⚫ 第2期までは、人的資本経営の実践及び開示について議論する実践分科会、開示分科会と、会員と投資家との対話の場を設置。

⚫ 第3期では、コンソーシアムが設定した特定のテーマについて先進企業の取組事例を共有し、半年間の実践期間を設け各企業の取組の
進捗をフォローする「実践プログラム」と、地方を含めた中堅・中小企業に対して、人的資本経営の認知を広げていくことを目指して、「地域
版人的資本経営コンソーシアム」を設置。

総会

企画委員会

実践分科会 開示分科会

会員と投資家との
対話の場

第2期まで 第3期

総会

企画委員会

実践プログラム
地域版人的資本経営

コンソーシアム
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第２期までの活動状況
⚫ 実践分科会では、リスキリングや動的な人材ポートフォリオ等に関する先進企業の人材戦略や悩みを共有し、課題解決に向けて議論。
⚫ 開示分科会では、有価証券報告書における人的資本情報の開示義務化を受け、先進企業の開示検討状況を共有。
⚫ 投資家との対話の場では、投資家の視点を直接経験し、効果的な説明を実践する場として、希望する会員企業と投資家との対話をラウ
ンドテーブル形式で実施。

実践分科会

●第1回：動的な人材ポートフォリオ（社内の人材再配置、博士人材登用等）
●第2回：リスキリング（実施内容、動機付け、実施後の登用等）
●第3回：完全対面開催による会員企業間での取組共有・意見交換
●第4回：企業間連携

開示分科会

投資家との対話

●第1回：国内の人的資本開示要請への対応
●第2回：海外の人的資本開示要請への対応①
●第3回：海外の人的資本開示要請への対応②（ISSBへの意見提出）
●第4回：有価証券報告書における開示状況、人的資本投資額の開示

●全８回開催、希望する会員企業がラウンドテーブル形式で投資家と対話

（第1期第3回実践分科会での議論の様子）

●第1回：経営戦略と人材戦略の連動、人事部門の強化
●第2回：リスキリング・学び直し
●第3回：人事部門のケイパビリティ
●第4回：多様な知・人材を活用する組織風土の改善、取締役会の役割

第1期

第2期

●第1回：人的資本開示の現状と課題
●第2回：人的資本データの可視化・定量化等
●第3回：KPIの設定・現状とのギャップ把握
●第4回：人的資本投資と経営・財務戦略とのつながり

第1期

第2期
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人的資本経営コンソーシアム第１期の主な活動成果

「好事例集」の公表 ISSBへの意見書の提出 企業間連携プロジェクトの始動

46社の先進事例を掲載。

IFRS財団ISSBによる情報要請に対し、
会員の意見を集約した意見書を提出。

（意見書のポイント）

⚫ 開示基準は、独自性のある開示が可
能なものとなることが望ましい。

⚫ その上で、企業価値を向上させるため
に共通して重要な要素がある場合に
は、企業間比較を容易にするために
個別の開示指標を設定することを検
討すべきである。

副業・兼業のような一社に閉じない取組
や、AI人材育成のような多くの企業に共

通する課題が存在するため、コンソーシア
ム内において試行的に実施。

① 企業間相互副業

② 地域企業への副業派遣

③ 共同研修や相互の人材育成

④ クロスカンパニー・メンタリング

⑤ 健康経営アライアンス
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人的資本経営コンソーシアム第２期の主な活動成果

企業間連携プロジェクトの進展

第１期の取組のうち、一部取組について
規模を拡大して展開。

「人的資本経営の現状・課題と
トップランナーたちの取組」の公表

人的資本経営に関する調査結果及び
19社の先進事例を掲載。

人的資本経営に関する調査
結果の公表

会員企業の人的資本経営の進捗と課
題を把握するため、人的資本経営の
取組を28項目に細分化し、それぞれ
の進捗状況を6段階で評価。
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本日お話ししたいこと

1. 人手不足の現状と対応施策

2. 人的資本経営とは

3. 人的資本経営コンソーシアムの紹介

4. 女性活躍・ダイバーシティ推進の取組

5. 人材に関する政府の支援施策

6. お知らせ



改訂版ダイバーシティ経営診断シートの手引き：turutebiki.pdf (meti.go.jp)
32

多様性推進により期待される効果

⚫ 経営上の成果としては、①プロダクト・イノベーション、②プロセス・イノベーション、③外

的評価の向上、④職場内の効果があげられる（下図参照）。

⚫ 例えば③では、市場の評価が高まることにより外部人材がその会社に興味と関心を持ち、経営

姿勢や経営理念に賛同する人材が集まってくる可能性が高まる。

⚫ 加えて、④の社員の仕事意欲が高まることにより組織の雰囲気が良くなり、①や②の成果へつ

ながっていく可能性が高くなると言える。

https://www.meti.go.jp/policy/economy/jinzai/diversity/turutebiki.pdf
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多様な人材の活躍に向けた環境整備の必要性について

• 多様な人材の増加は、多様な人材の活躍に向けた取組とセットで行うことが非常に重要であ

り、多様な人材はいるが、それに対応した取組を行っていない企業は、多様な人材がいない

企業よりも生産性が低くなる可能性。

多様性の増加が生産性に与える効果

（注記）１．内閣府「多様化する働き手に関する企業の意識調査」により作成。
２．***、**、*はそれぞれ、多様性が増加した企業とそうでない企業の生産性の伸びの差が1％、5％、10％水準で有意であることを示す。
３．分析の詳細は、 「経済財政白書（令和元年版）」付注2－9を参照

（出所）内閣府「経済財政白書（令和元年版）」。
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多様な人材の活躍に向けた取組とはなにか

• 多様な人材の活躍のためには、「従業員が柔軟に働きやすいような環境整備」や、「既存の業務プロセスの見直し（職務や

業務フロー、組織、情報システムなどの再構築）を通じた従業員が能力を発揮できる環境の整備」といった環境整備が有用。

• こういった取組を行いながら、今までの採用基準自体を問い直すことで、これまで採用していなかった人材の採用やその活

躍にも繋がり、経営への貢献に繋がる。

企業事例 経済産業省の支援ツール（抜粋）

中小企業向けリーフレット
多様な人材の活躍の意義や企業の具体事
例を掲載。

改訂版ダイバーシティ経営診断シート
手引き
自社における多様な人材の活躍状況の振り
返りと今後の方向性の検討が可能。

⚫ 評価制度の見直し・成果に応じた昇給・管理職の業務内容の明確
化・社員との対話
→女性管理職54％（株式会社由利、兵庫県）

⚫ 縦割り意識の廃止・オペレーションの細分化・
障がいのある社員の技術習得のフローの整備
→障がいのある方の就職１年後定着率は100%（過去３年）
（株式会社釧路製作所、北海道）

⚫ 全社で育休を進めるための制度づくり（メンバーの育休取得をバッ
クアップした上司も表彰）・業務の属人化解消
→男性育休取得率100%（株式会社サカタ製作所、新潟県）

⚫ 管理職の職務の明確化・上司部下の目標共有
→一度現場を離れても活躍できるとわかり、管理職を希望する女性
が増加。育休後復帰率100％
 （株式会社やまやコミュニケーションズ、福岡県）

https://www.meti.go.jp/policy/economy/jinzai/diversity/diversityleaflet.pdf
https://www.meti.go.jp/policy/economy/jinzai/diversity/turusimenban.pdf
https://www.meti.go.jp/policy/economy/jinzai/diversity/turutebiki.pdf


（参考）中小企業における好事例
⚫評価制度の見直し・成果に応じた昇給・管理職の業務内容の明確化・社員との対話
→女性管理職54％（株式会社由利、兵庫県）

⚫縦割り意識の廃止・オペレーションの細分化・
障がいのある社員の技術習得のフローの整備
→障がいのある方の就職１年後定着率は100%（過去３年）（株式会社釧路製作所、北海道）

⚫トップダウンでの働き方改革の制度づくり・ボトムアップでの社員主体の業務改革
→有給休暇取得率は2009年の35%から78％へ。（株式会社ユーメディア 、宮城県）

⚫新卒一括採用の廃止・経歴によらず意欲のある候補者を採用・情報の透明性・
公正な待遇や評価
→６０歳以上 の社員比率10% （株式会社 日本レーザー、東京都）

⚫全社で育休を進めるための制度づくり（メンバーの育休取得をバックアップした上
司も表彰）・業務の属人化解消
→男性育休取得率100%（株式会社サカタ製作所、新潟県）

⚫管理職の職務の明確化・上司部下の目標共有
→一度現場を離れても活躍できるとわかり、管理職を希望する女性が増加。育休後
復帰率100％ （株式会社やまやコミュニケーションズ、福岡県）

⚫多様な人材の多様な働き方と能力を活かす意見の通りやすい環境づくり
→現在の主力となる新規事業の創出や6年連続の新卒者採用（大橋運輸株式会社、愛知県）

※「中小企業のためのダイバーシティ経営」より。掲載順に記載。

▲（株式会社サカタ製作所）女性含め誰も
が働きやすい企業を目指している

▲（株式会社由利）働き方が変わり、産
休・育休後の復職もしやすくなった。この
スクールリュックは小学生の子供を持つ社
員を中心に開発。
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株式会社由利



株式会社ユーメディア
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株式会社サカタ製作所
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経済産業省におけるダイバーシティ経営推進に関係する施策

ダイバーシティ経営の推進

女性活躍の推進

障害者政策

女性リーダー育成研修
➢ 企業の役員候補の女性に対する研修を実施。各界の有識者等を招き、講義と意見交換を行う。
➢ グループ毎に政策提言を行うとともに、参加者同士のネットワーク構築の機会を提供。

ダイバーシティレポート・各種支援ツール
➢ ダイバーシティ経営に取り組む企業をさらに増やすべく、経営陣の考え方や具体的取組をまとめたダイバーシティレポートや、企業

事例をまとめたリーフレット、経営診断シート等を活用し、啓発を実施。

※主なものを一部抜粋

なでしこ銘柄
➢ 女性活躍推進に優れた上場企業を「中長期の企業価値向上」を重視する魅力ある銘柄として選定するもの。（東京証券取引所と共同で実施。）

フェムテックの促進
➢ フェムテック等を活用したサポートの浸透を通じて、ライフイベントに起因する離職率を低下させ、組織の人材多様性確保を図る。

女性起業家支援
➢ 令和２年度に起業支援機関の全国ネットワークである「わたしの起業応援団」を創設。ネットワーク間の情報・ノウハウ共有や、全国的な女性起業の機
運醸成を目指す。

➢ 障害者政策への理解や企業の取組を促す各種取組（業界団体との連携、研修会、講演など）
➢ 企業が「ニューロダイバーシティ」を取り入れる意義とその方法論及び先行企業の事例等をレポートとして公表。

外国人材の活躍推進

• 外国人留学生の採用や入社後の活躍に向けたハンドブック
• 日本人社員と外国籍社員の職場における双方向の学びの動画教材や手引き
• 高度外国人材活躍推進プラットフォーム
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企業の競争力強化のためのダイバーシティ経営（ダイバーシティレポート）
⚫ ダイバーシティ経営の取組をビジネス上の成果や企業価値の向上につなげるための方策等について議論し、日本企業に今後求められる

経営のあり方や実践方法を整理することを目的として、「多様性を競争力につなげる企業経営研究会」令和6年１１月に立ち上げ。４

月に研究会の成果物としてのレポートを公表。

本レポートの想定読者と読み方

⚫ イノベーション創出を目指す企業や国際競争力を高めていきたい企業の取締役会、社長・CEOら経営陣及びダイバーシティ経営の担当者を想定。

⚫ 「企業の競争力強化のための手段としての多様性」という観点で、企業がダイバーシティ経営に取り組む際に直面する課題と、その解決につながるアクション

を提示。

目次

00．本レポートの想定読者と読み方
01．経営陣へのメッセージ
02．多様性推進に関する経営陣の課題感の解消に向けて
03．実際にダイバーシティ経営に取り組む際の課題感と競争力強化につなげるための

対応とは
（参考）アクションに関連する企業の取組事例、コラム

参考資料

企業に求められるアクション（抜粋）

➢ アクション推進の基盤整備
⚫ 企業ごとに異なる事業環境等を踏まえた経営戦略の策定やパーパス

の浸透と、その実現上必要な人材像の定義
⚫ 一貫した人材戦略の策定
⚫ 経営戦略実現に必要な知・経験を持つ人材を受け入れるための人事

制度等の基盤的仕組みの整備
➢ ダイバーシティ経営の取組方針の策定

⚫ 取組方針・ポリシーの明確化
⚫ KPI・ロードマップの策定・モニタリング
⚫ 経営陣のコミットメント

➢ 推進体制の構築（トップダウン・ボトムアップ双方が可能な体制）
➢ 事業特性等を加味した環境・ルールの整備（多様で柔軟な働き方の実現、

DX等を通じた業務プロセスの改善）
➢ 管理職の行動・意識改革（管理職向け研修の実施等）
➢ 従業員の行動・意識改革（多様なキャリアパスの構築）
➢ ステークホルダー向けの情報発信と対話（特に労働市場）
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本日お話ししたいこと

1. 人手不足の現状と対応施策

2. 人的資本経営とは

3. 人的資本経営コンソーシアムの紹介

4. 女性活躍・ダイバーシティ推進の取組

5. 人材に関する政府の支援施策（参考資料参照）

6. お知らせ
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本日お話ししたいこと

1. 人手不足の現状と対応施策

2. 人的資本経営とは

3. 人的資本経営コンソーシアムの紹介

4. 女性活躍・ダイバーシティ推進の取組

5. 人材に関する政府の支援施策

6. お知らせ
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地域版人的資本経営コンソーシアムのお知らせ

• 次回は、7月7日（月）福岡にて「従業員の学び直し」をテーマとし

開催いたします。申込みも開始しておりますので、是非ご参加ください。

• その他詳細は人的資本経営コンソーシアムホームページをご確認ください。

開催日時 開催地 テーマ 登壇者

7月7日（月）
14：00～16:30

福岡
人手不足や事業構造の転換に向けた

従業員の学び直し
株式会社日立製作所 執行役常務 Deputy CHRO 瀧本氏

小平株式会社 代表取締役社長 小平氏

8月22日（金）
10：00～12:30

仙台 人手不足の解消に向けた施策 三井化学株式会社 取締役 専務執行役員 安藤氏、他

9月18日（木）
14：00～16:30

名古屋
従業員に選ばれる企業となるための

経営・人事施策
株式会社サイバーエージェント 常務執行役員 CHO 曽山氏、他

福岡会場のお申込みはこちら！
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